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大気中CO2の除去技術（CDR）
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３つの貯蔵場所における残存率
海草：約20%
海藻：約10%

３つの貯蔵場所に炭素が長期貯留

残存率
最大化を
目指す

桑江ほか（2019）を改変
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◆日本では，200 m以深への輸送量は藻体生産量
の23.2%（世界平均：15 ± 2%）

◆そのうち，100年以上留まる比率:

0 ％ （東シナ海）～25％（本州の北東海域）

（世界平均：6～11％）

→藻体生産量の>2%が100年以上貯留 

深海底への炭素貯留

（Filbee-Dexter et al., 2024）
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天然藻場だけでなく海藻養殖場も吸収源

（Duarte et al., 2025）
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・CO2を間接的に削減
・海洋環境改善活動の支援

⇒社会貢献による組織価値
向上

民間企業等
（クレジット購入者）

・活動資金の確保
・社会的認知度の向上

⇒取り組み活性化・持続可
能性の向上

漁業者・市民団体等
（クレジット創出者）

排出量の把握
▼

削減努力
▼

どうしても減らせない
排出量 削減・吸収

ゼロエミ目標 運営事務局

第三者機関
審査認証委員会

カーボンクレジット制度

炭素クレジット

資金
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認証実績

ＪブルークレジットⓇ

新規認証サイト：26サイト

累積認証サイト：87サイト

累積クレジット量：>12,000トンCO2
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令和７年度新規認
証プロジェクト

ＪブルークレジットⓇ

No. プロジェクト名称 発行数量
（トンCO2）

1 大阪沖埋立処分場及び神戸沖埋立処分場における藻場創出 5.0

2 石垣市野底における絶滅危惧種ウミショウブの再生 0.6

3 淡路島わかめブルーカーボン地域創生プロジェクト 12.4

4 宇和島発！漁協・地域・自治体が連携したアマモ再生ブルーカーボンプロジェクト 21.9

5 藻場造成構造物による瀬戸内海復権プロジェクト 2.4

6 藻藍部プロジェクin徳島県美波町日和佐 -アイゴの地場産品開発と藻場再生材開発ｰ 1.6

7 奄美大島・宇検村マングローブ植林プロジェクト 0.3

8 瀬戸内町ネリヤカナヤの海協議会in奄美大島 0.1

9 福山港内港における再生資源による干潟づくり 17.6

10 海藻養殖で久米島の豊かな海を守るプロジェクト 1.5

11 海を守り育てる松阪漁協のブルーカーボンプロジェクト 177.4

12 千葉県勝浦海域における植食性魚類駆除による藻場保全再生 0.4

13 ～海の生態系を育む、神奈川ブルーカーボンプロジェクトin城ヶ島～ 33.5

14 江の島に海の森『藻場』をとりもどそう 9.6

15 石垣島ブルーカーボンプロジェクト～オキナワモズク養殖による環境再生型養殖～ 0.3

16 糸島ブルーカーボンプロジェクト～ワカメ養殖による環境再生型養殖～ 1.7

17 はこだて根崎地区昆布の森推進プロジェクト 4.4

18 宮城県亘理町「荒浜海苔養殖」の伝承 5.2

19 大都市圏横浜における環境再生型海藻養殖による【おさかなの街づくりプロジェクト】 0.4

20 釧路港発 海と街をつなぐ「コンブの森」地産地活プロジェクト 0.2

21 長崎県大村湾 未来に残そう「宝の海」プロジェクト 0.4

22 長崎市牧島における持続可能な水産資源の確保に向けた藻場再生プロジェクト 10.5

23 浜名湖ワンダーレイクプロジェクト-地域と共に進めるアマモ場再生と漁業振興- 639.9

24 陸奥湾野辺地町のアマモ場の保護・造成活動 26.3

25 福津かがみの海のブルーカーボンプロジェクト 0.6

26 石狩湾新港におけるブルーカーボン創出プロジェクト 2.1
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認証プロジェクトの特徴
◆プロジェクト実施場所

全国をある程度カバー、人口<1万人の
地方から>100万人以上の大都市まで

◆活動年数

15.6 ± 14.9年、20年までのプロジェ
クト中心、50年以上もあり

◆対象生態系

海藻藻場： 49.2%
養殖： 18.0%
海草藻場： 14.8%
干潟：   1.6％
複数の生態系：16.4%

◆生態系増殖手法

    新たな生態系創出： 45.9%
    生態系の回復： 42.6%
    それらの複合： 11.5%

◆活動主体：平均3.2 ± 1.4者が連携

全61プロジェクトのうち、

86.9% 漁業者
67.2% 自治体
55.7% 民間企業
36.1% 協議会
31.1％ 地元団体
18.0％ 学校 が含まれている

ＪブルークレジットⓇ

Kuwae et al. (under review), published as a preprint: https://www.researchsquare.com/article/rs-7525613/v1
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クレジット創出者のアクション
◆アピールした効果・コベネフィット

水産資源や観光などの経済効果： 83.6%
生物多様性を含む環境保全効果： 80.3%
プロジェクトの持続可能性： 75.4%
環境学習などの教育効果： 59.0%
地元住民など多様な主体の参画： 50.8%
イノベーティブな技術やアイデア： 39.3%
それらを定量値で明示： 11.5％

◆クレジットの活用方法

譲渡して資金を得る： 75.4% 
譲渡せず自己でオフセットなど活用： 24.6%

鳥羽のPRスライド

ＪブルークレジットⓇ

Kuwae et al. (under review), published as a preprint: https://www.researchsquare.com/article/rs-7525613/v1
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クレジット購入企業数
（n = 471）

日本全体の企業数
（n = 367万）

ＪブルークレジットⓇ

購入者の業種

建設
サービス
製造
運輸
エネルギー
卸売
小売
金融保険
その他

Kuwae et al. (under review), published as a preprint: https://www.researchsquare.com/article/rs-7525613/v1
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令和４年度
購入企業へ
の購入理由
調査

（複数回答, n = 69）

（Nishihara et al., 2025）
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地域密着と大規模除去の両輪
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今年度の経緯と今後の予定
2025.3 手引書Ver. 2.5公表（マングローブ、干潟の吸収係数のアップデート、

材料調達に伴う排出の計上）

2025.3～ クレジット公募（指定単価方式）（常設）

2025.9 手引書英語版（Ver. 2.5）公表

2025.10 R7第１回認証、クレジット公募（期限あり）開始

2025.12 R7第２回認証、クレジット公募（期限あり）開始

2026.2 R7第３回認証、クレジット公募（期限あり）開始

2026.3.19 交付式（虎ノ門）

2026.3末 手引書Ver. 2.6公表（海草、海藻、マングローブの吸収係数のアップデ
ート）
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